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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　酸化シリコン（ＳｉＯｘ）薄膜からなり、633nmの波長を有する光に対する屈折率は前
記ｘが小さくなるほど大きくなり、
　前記酸化シリコン薄膜上で液晶を垂直方向に配列させる場合には、前記ｘが１．５～２
．０であり、前記屈折率が１．８より小さい前記酸化シリコン薄膜を形成し、
　前記酸化シリコン薄膜上で液晶を水平方向に配列させる場合には、前記ｘが１．０～１
．５であり、前記屈折率が１．８より大きい前記酸化シリコン薄膜を形成する配向膜の製
造方法において、
　前記酸化シリコン薄膜は、一酸化シリコン又は二酸化シリコンを用いた物理蒸着方法に
よって形成され、
　前記屈折率が１．８より大きい前記酸化シリコン薄膜の形成は、前記屈折率が１．８よ
り小さい前記酸化シリコン薄膜の形成に比べて、初期圧力と作業圧力を低くすることを特
徴とする配向膜の製造方法。
【請求項２】
　前記酸化シリコン薄膜は、平らな表面を有することを特徴とする請求項１に記載の配向
膜の製造方法。
【請求項３】
　前記酸化シリコン薄膜の表面粗さの２乗平均粗さの値は３ｎｍ以下であることを特徴と
する請求項２に記載の配向膜の製造方法。
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【請求項４】
　前記酸化シリコン薄膜上で液晶を垂直方向に配列させる場合には、前記ｘを１．６５～
１．７５にすることを特徴とする請求項２に記載の配向膜の製造方法。
【請求項５】
　前記液晶の誘電率異方性は－３．９～－１．０であることを特徴とする請求項１に記載
の配向膜の製造方法。
【請求項６】
　前記酸化シリコン薄膜上で液晶を垂直方向に配列させる場合には、前記ｘを１．６５よ
り大きく２．０より小さくすることを特徴とする請求項１に記載の配向膜の製造方法。
【請求項７】
　前記酸化シリコン薄膜は、５０ｎｍ～３００ｎｍの厚さを有することを特徴とする請求
項１に記載の配向膜の製造方法。
【請求項８】
　前記酸化シリコン薄膜は、９０ｎｍ～１１０ｎｍの厚さを有することを特徴とする請求
項７に記載の配向膜の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、配向膜とこれを製造する方法及び前記の配向膜が使用された液晶表示装置に関
する。
【背景技術】
【０００２】
液晶表示装置は、液晶を用いて映像を表示する。液晶表示装置は二枚の基板とその間に挟
持された液晶を含む。液晶は、その配列方向を変更しながら、光を透過するか、或いは遮
断し、それにより所望の映像を表示する。液晶の配列方向は、液晶表示装置の液晶に隣接
するように、二枚の基板上に配置された配向膜によって左右される。配向膜によって液晶
は一定の方向性を有して配列でき、例えば液晶は配向膜に対して垂直、又は水平に配列さ
れる。
【０００３】
配向膜は有機膜として形成できる。有機配向膜は印刷法を用いてポリイミド系列の物質を
二枚の基板上にそれぞれ塗布して薄膜を形成した後、薄膜を熱処理して形成できる。しか
しながら、有機配向膜は熱的、化学的安定性が落ちる問題がある。従って最近は熱的、化
学的安定性に優れた無機配向膜を開発するための研究が進められている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
本発明の技術的課題は、熱的及び化学的に安定した無機配向膜を提供するところにある。
【０００５】
本発明の他の技術的課題は、前記の無機配向膜を製造する方法を提供するところにある。
【０００６】
本発明のさらなる他の技術的課題は、熱的及び化学的に安定した無機配向膜を用いた液晶
表示装置を提供するところにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
上記課題を解決するために、本発明の一実施形態による配向膜は酸化シリコン（ＳｉＯｘ
）薄膜からなる。ｘは１．５より大きくて２．０より小さく、酸化シリコン薄膜は酸化シ
リコン薄膜上で液晶を垂直方向に配列する。
【０００８】
酸化シリコン薄膜の屈折率は、１．０～１．８であることが望ましく、液晶の誘電率異方
性は－３．９～－１．０であることが望ましい。
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【０００９】
本発明の他の実施形態による配向膜は、酸化シリコン（ＳｉＯｘ）薄膜からなり、ｘが１
．０より大きくて１．５より小さく、酸化シリコン薄膜上で液晶を水平方向に配列する。
【００１０】
前記の実施形態において、酸化シリコン薄膜は平らな表面を有する。具体的には、薄膜は
その表面の２乗平均粗さ（ＲＭＳ）が３ｎｍ以下になるように形成してもよい。
【００１１】
上記他の課題を解決するための、本発明の実施形態による配向膜の製造方法は、工程物質
を提供し、工程物質を用いて基板上に酸化シリコン（ＳｉＯｘ）薄膜を形成することを含
む。酸化シリコン薄膜は、ｘが１．５より大きくて２．０より小さく、酸化シリコン薄膜
上で液晶が垂直方向に配列するように形成される。
【００１２】
酸化シリコン薄膜を形成する場合、酸化シリコンは、基板に対して垂直な方向に形成され
る。また、酸化シリコン薄膜を形成する場合において、酸化シリコンは化学気相蒸着法（
ＣＶＤ）や物理蒸着法（ＰＶＤ）で形成してもよい。
【００１３】
上記さらなる他の課題を解決するための、本発明の実施形態による液晶表示装置は、二枚
の基板と液晶及び配向膜を含む。二枚の基板は、互いに対向するように結合される。液晶
は、二枚の基板の間に配列される。配向膜は、二枚の基板上にそれぞれ形成される。配向
膜は、酸化シリコン（ＳｉＯｘ）薄膜からなり、ｘが１．５より大きくて２．０より小さ
く、酸化シリコン薄膜上で液晶は二枚の基板と垂直な方向に配列される。
【発明の効果】
【００１４】
本発明によれば、酸化シリコン薄膜を用いて液晶表示装置の配向膜が形成される。酸化シ
リコン薄膜は透明性に優れ、熱的、化学的、物理的安定性を有する長所がある。
【００１５】
また、酸化シリコン薄膜の構成比を調節して、液晶が垂直又は水平に配列するようにして
もよい。液晶を所定の方向に配列する場合において、構成比の外に酸化シリコン薄膜の表
面形状のような物理的要因を考慮する必要がなく、化学気相蒸着法を用いて大型表示装置
用配向膜も容易に製造できる長所がある。
【００１６】
さらに、前記酸化シリコン薄膜の構成比または厚さを調節して液晶表示装置の透過率を向
上させてもよい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
以下、添付した図面を参照して本発明の好適な実施形態を詳細に説明する。但し、本発明
は、以下で開示される実施形態に限定されるものではなく、相異なる多様な形態で実現さ
れるものである。本実施形態は、本発明の開示が完全となり、当業者に発明の範疇を完全
に示すために提供されるものである。当業者であれば、本発明の技術的思想や必須的な特
徴を変更せずに他の具体的な形態で実施し得ることを理解することができる。したがって
、上述した好適な実施形態は、例示的なものであり、限定的なものではない。また、下記
実施形態と共に提示した図面において、層及び領域の大きさは、明確な説明を強調するた
めに簡略化し、或いは多少誇張したものである。図面上の同一の参照符号は、同一の構成
要素を示すものとする。
【００１８】
図１Ａ及び図１Ｂは、それぞれ互いに異なる実施形態による本発明の配向膜を示した断面
図である。
【００１９】
図１Ａ及び図１Ｂを参照すると、基板１上に酸化シリコン（ＳｉＯｘ）薄膜からなる配向
膜２が配置される。配向膜２上には、液晶３が配列される。基板１は、例えば，液晶表示
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装置の表示装置用の透明な絶縁基板が用いられる。液晶３は、長辺と短辺の長さが異なる
楕円形の断面を有する。
【００２０】
以下、液晶３の配列方向を説明するに際して、長辺の長手方向を基準とする。液晶３の配
列方向は、酸化シリコンを構成するシリコンと酸素間の構成比によって変わる。構成比は
、酸化シリコンを化学式ＳｉＯｘで表示したとき、「１：ｘ」で表示される値（以下、「
構成比」及び「ｘ」の両者は同一の意味として用いる。）である。
【００２１】
図１Ａに示すように、前記ｘが１．５～２．０の値を有するとき液晶３は垂直方向に配列
される。図１Ｂに示すように、ｘが１．０～１．５の値を有するとき液晶３は水平方向に
配列される。前記のように、ｘ値によって異なるように液晶３の配列方向が調節できるこ
とは次の通りの実験とこれを分析した結果から説明できる。
【００２２】
図２は、相異なる条件下で形成された三つのサンプル用薄膜の形成条件を示した表である
。
【００２３】
図２を参照すると、サンプル用薄膜は、物理蒸着方法（ＰＶＤ）で形成された酸化シリコ
ン薄膜であり、各サンプル毎に工程チェンバー内部の初期圧力と作業圧力及び酸素流量が
異なる。第１のサンプルＳ１は、第２及び第３のサンプルＳ２、Ｓ３に比べて低い初期圧
力と作業圧力の条件下で形成される。前記のように工程チェンバー内部の初期圧力及び作
業圧力が低ければ、工程チェンバー内部に酸素が不足して第１のサンプルでは酸化シリコ
ンのｘを小さくすることができることが予測できる。一方、第３のサンプルＳ３は、第２
のサンプルＳ２、Ｓ３に比べて、初期圧力は同一であるが、作業中工程チェンバー内部に
一定量の酸素が流入された状態で形成される。従って、第３のサンプルＳ３は第２のサン
プルＳ２に比べてｘを大きくすることができることを推測できる。
【００２４】
図３は、三つのサンプル用薄膜の成分分析結果のグラフである。
【００２５】
第１～第３のサンプルＳ１、Ｓ２、Ｓ３は、結合エネルギーの強度を測定して各サンプル
に存在する結合Ｓｉ－Ｓｉ、Ｓｉ－Ｏ、Ｓｉ－Ｏ２、Ｓｉ－Ｏ３、Ｓｉ－Ｏ４の種類とそ
の比率を分析したものである。これから第１～第３のサンプルＳ１、Ｓ２、Ｓ３における
酸化シリコンの構成比が分かり、その結果、酸化シリコンＳｉＯｘにおけるｘ値はそれぞ
れ第１のサンプルＳ１が１．３２２であり、第２のサンプルＳ２が１．６５８であり、第
３のサンプルＳ３が１．７２６である。分析結果は第１～第３のサンプルＳ１、Ｓ２、Ｓ
３の工程条件にしたがって予測した結果と一致する。
【００２６】
図４Ａ～図４Ｃは、三つのサンプル用薄膜についての顕微鏡分析写真である。
【００２７】
図４Ａは、三つのサンプル用薄膜の液晶組織を観察した写真である。二枚の偏光シートは
、液晶と薄膜を挟んで、偏光シートの吸収軸（図４Ａにおいて矢印で表示）が相互に垂直
になるように配置される。図４Ａにおいて、二枚の偏光シートのそれぞれの吸収軸が０度
と９０度で配置された場合と４５度と１３５度で配置された場合についての写真がそれぞ
れ左側の列と右側の列に分けて提供している。
【００２８】
図４Ａを参照すると、第１のサンプルＳ１の場合、光が二枚の偏光シートの間を透過して
液晶組織を観察できる。第２及び第３のサンプルＳ２、Ｓ３の場合、光が二枚の偏光シー
トの間を通過できないため液晶組織を観察できない。上記の結果として、第１のサンプル
Ｓ１の場合、液晶が光に対して一定の位相変化を与えることに比べて、第２及び第３のサ
ンプルＳ２、Ｓ３の場合、液晶が光に対してどのような位相変化も与えることができない
ことが分かる。これらの結果から、第１のサンプルＳ１は液晶が垂直に配列するように作
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用しないが、第２及び第３のサンプルＳ２、Ｓ３は、液晶が垂直に配列するように作用す
ることが分かる。
【００２９】
図４Ｂは、三つのサンプル用薄膜表面についての平面拡大写真であり、図４Ｃは三つのサ
ンプル用薄膜の垂直断面の拡大写真である。
【００３０】
図４Ｂ及び図４Ｃを参照すると、第１～第３のサンプルＳ１、Ｓ２、Ｓ３は上側に突出す
るか、或いは波形の構造となっている部分を除き、凸凹の構造のない平らな表面を有する
。但し、酸化シリコンの構成比によって、平らな程度に差があり、第１のサンプルＳ１が
第２及び第３のサンプルＳ２，Ｓ３に比べてより平らな表面を有する。
【００３１】
平面度についての定量的分析のために表面粗さを測定したとき、表面の２乗平均粗さの値
は第１のサンプルＳ１が１．０６７ｎｍであり、第２のサンプルＳ２が１．３０４ｎｍで
あり、第３のサンプルＳ３が１．３４８ｎｍである。第１～第３のサンプルＳ１，Ｓ２、
Ｓ３は全て表面の２乗平均粗さの値が全て２ｎｍ以下で平らな表面を有する。
【００３２】
一般的に、表面粗さの２乗平均粗さの値が大略３ｎｍ以下である場合、薄膜の表面は平面
である。これに比べて、表面の２乗平均粗さの値が一定以上になると表面が凸凹して表面
に屈曲された凸凹が形成され、このような凸凹は液晶の配列方向に影響を及ぼす。
【００３３】
図５は、一般的な配向膜における配向原理を説明する図面である。
【００３４】
図５を参照すると、所定の配向膜２´表面に凸凹が形成され、液晶３´は凸凹の間で物理
的に固定されて所定の方向に傾斜して配列される。このように屈曲した表面を有する配向
膜を用いて液晶を所望の方向に配列できるため、従来の無機配向膜はこのような原理を用
いて液晶を垂直や水平方向又は傾斜した方向に配列した。
【００３５】
第１～第３のサンプルＳ１、Ｓ２、Ｓ３において、第１のサンプルＳ１を除いた第２及び
第３のサンプルＳ２、Ｓ３のみが液晶を垂直方向に配列する。ところで、図４Ｂ及び図４
Ｃに示すように、第１～第３のサンプルＳ１、Ｓ２、Ｓ３間の物理的形状に差はない。従
って、第１のサンプルＳ１とは違って、第２及び第３のサンプルＳ２、Ｓ３のみが液晶を
垂直に配列することは、薄膜の表面形状による物理的要因とは関係がないことが分かる。
【００３６】
前記のように薄膜の形状による物理的要因を除外すると、第２及び第３のサンプル（Ｓ２
、Ｓ３）で液晶を垂直方向に配列させる他の化学的要因にファンデルワールス力が考えら
れる。ファンデルワールス力は、一定距離離隔された分子間に作用する力でファンデルワ
ールス力によるポテンシャルエネルギーは次の通りの式１で表現できる。
【００３７】
【数１】

　
（出典 ： Minhua
Lu,"Liquid Crystal Orientation Induced by Van Der Waals
Interaction",Jap.J.Appl.Phy.Vol.４３,pp.８１５６,２００４.）
【００３８】
互いに離隔した液晶と配向膜について式１を適用すれば、ｒは液晶と配向膜間の離隔距離
を示し、λは液晶と配向膜のそれぞれの分極率の積で次の通りの式２で表現できる。
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【００３９】
【数２】

（出典：前記式１と同一）
【００４０】
α１(ω)は配向膜の分極率であり、α２(ω)は液晶の分極率であり、ωは液晶と配向膜を
通過する光の周波数を示す。
【００４１】
式１及び式２は次の通り分析できる。例えば液晶を特定の物性を有する一種類で特定し、
液晶が配向膜上で垂直に配列されていると仮定した場合、式２でα２(ω)はωによる変化
を除外すれば定数に看做すことができる。α１(ω)は、配向膜の構成比によって変わる値
で、α２(ω)が固定されたとき、α１(ω)によってポテンシャルエネルギーが変わる。
【００４２】
この場合、式２でα１(ω)の値が大きくなるほどλが大きくなり、１式１でλが大きくな
るほどポテンシャルエネルギーは小さくなる。熱力学的にポテンシャルエネルギーが小さ
くなるほどより安定的な状態を示すことを勘案すれば、α１(ω)が大きい値を有するとい
うことは液晶がより安定的に垂直配列できることを意味する。
【００４３】
前記のような前提下で、酸化シリコン（ＳｉＯｘ）薄膜でｘが大きくなるほどポテンシャ
ルエネルギーが小さくなることは次の通り定性的に把握できる。酸化シリコン薄膜におい
ての原子間結合はシリコン対シリコン間結合（Ｓｉ－Ｓｉ）とシリコンと酸素間結合（Ｓ
ｉ－Ｏ）に区分される。ｘが大きいほど酸化シリコン薄膜におけるＳｉ－Ｏ結合数がＳｉ
－Ｓｉ結合数に比べて増加する。これは第１～第３のサンプルＳ１、Ｓ２、Ｓ３の成分分
析のための図３のグラフでも確認できる。
【００４４】
図３を再度参照すると、第１のサンプルＳ１にはＳｉ－Ｓｉ結合が存在するが、第２及び
第３のサンプルＳ２、Ｓ３にはＳｉ－Ｓｉ結合が存在しない。Ｓｉ－Ｓｉ結合は、同一原
子間結合で無極性を示すが、一方、Ｓｉ－Ｏ結合は異なる原子間結合で酸素がシリコンに
比べて電気陰性度が大きいので極性を示すようになる。
【００４５】
前記のように、ｘが増加する毎に酸化シリコン薄膜に極性結合の数が増加する。その結果
、外部電界印加時において、正（＋）と負（－）に分極される程度を示す分極率が大きく
なり、式１及び式２から分極率が大きいほど液晶はより安定的に配向膜上で垂直に配列で
きる。
【００４６】
第１のサンプルＳ１におけるｘは１．３２２で１．５より小さく、第２及び第３のサンプ
ルＳ２、Ｓ３におけるｘは１．６５８と１．７２６で１．５より大きい。これから、酸化
シリコン薄膜においてｘが１に近いほど分極率が減少して水平配向特性が優勢になり、ｘ
が２に近いほど分極率が増加して垂直配向特性が優勢であることが分かる。従って、１と
２の中間値である１．５を基準に、ｘが１．５より大きければ液晶を垂直に配列し、ｘが
１．５より小さければ液晶を水平に配列できる。但し、垂直配向の場合、望ましくは、第
２及び第３のサンプルＳ２、Ｓ３におけるｘ値を含むようにｘは１．６５～１．７５範囲
で設定されることが望ましい。
【００４７】
前記のような定性的分析の外に次の通り定量的に第１～第３のサンプルＳ１、Ｓ２、Ｓ３
における分極率を計算できる。
【００４８】
特定媒質における分極率は次の式３で表現できる。
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【００４９】
【数３】

(出典 ：
J.N.Israelachvili,"Intermolecular and Surface forces",Academic Press.
１99１)
【００５０】
αは、媒質の分極率であり、Ｎはアボガドロ数であり、ｎは媒質の屈折率であり、Ｖは媒
質のモル体積を示す。式３を用いて第１～第３のサンプル（Ｓ１、Ｓ２、Ｓ３）の分極率
を計算するには、第１～第３のサンプル（Ｓ１、Ｓ２、Ｓ３）における屈折率を測定しな
ければならない。
【００５１】
図６は、三つサンプル用薄膜についての屈折率の測定結果のグラフである。
【００５２】
図６で横軸は、媒質を通過する光の波長を示し、縦軸は波長についての屈折率を示す。図
６には、第１～第３のサンプルＳ１、Ｓ２、Ｓ３についての屈折率の測定値外に比較対象
としてのシリカＳｉＯ２の屈折率を示している。
【００５３】
図６を参照すると、第１のサンプルＳ１を除いて波長が増加するほど屈折率が減少する。
但し、第１のサンプルＳ１も波長が非常に短い領域を除いた可視光線領域３８０ｎｍ～７
７０ｎｍでは第２及び第３のサンプルＳ２、Ｓ３と類似した傾向を示す。
【００５４】
同一の波長では、ｘが小さくなるほど屈折率が大きくなる。例えば赤色を示す波長６３３
ｎｍの光について第１のサンプルＳ１の屈折率は１．８５６４であり、第２のサンプルＳ
２の屈折率は１．６０４１であり、第３のサンプルＳ３の屈折率は１．５６９５であり、
シリカの屈折率は１．４５５１である。
【００５５】
屈折率と式３を用いれば第１～第３のサンプルＳ１、Ｓ２、Ｓ３の分極率が計算できる。
計算結果は、第１のサンプルＳ１の分極率は１．８４１であり、第２のサンプルＳ２の分
極率は２．３７８であり、第３のサンプルＳ３の分極率は１．７２６である。結果によれ
ば、酸化シリコン薄膜のｘが大きくなるほど分極率も大きくなり、これは定性的に分析し
た結果と符合する。
【００５６】
前述したように、式２についての定性的分析のために、液晶は第１～第３のサンプルＳ１
、Ｓ２、Ｓ３の全てにおいて共通であると仮定した。しかしながら、液晶表示装置におい
て、配向膜に優れた垂直配向特性を有しても液晶の物性によっては液晶が垂直に配列でき
ない。
【００５７】
図７は、同一配向膜上で液晶の誘電率異方性の差による液晶表示装置の光の透過の可否を
測定した写真である。
【００５８】
配向膜は、第３のサンプルに対応する酸化シリコン薄膜（ｘ＝１．７２６）が用いられ、
液晶は誘電率異方性（△ε）がそれぞれ－２．０、－３．８、－４．０である液晶が用い
られた。二枚の偏光板は、液晶及び薄膜を挟んで偏光板の吸収軸が相互に垂直になるよう
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に配置される。前記の場合、液晶が配向膜に対して垂直に配列されると、ブラック状態に
なり暗く表示される。図７に示すように、液晶の誘電率異方性が－２．０、－３．８であ
る場合にブラック状態を示す場合に比べて、液晶の誘電率異方性が－４．０である場合は
光漏洩が発生している。
【００５９】
従って、液晶を垂直に配列するためには、誘電率異方性が－４．０より少ない液晶が用い
られることが望ましい。また、垂直配向された液晶の場合、液晶は電界に対して垂直な方
向に配列されるように負の誘電率異方性を有しなければならない。従って、液晶は－４．
０より大きく０より小さい範囲の誘電率異方性を有しなければならず、誘電率異方性が限
りなく０に近くなると、液晶表示装置の動作が低下するため、誘電率異方性が－３．９～
－１．０程度範囲である液晶が望ましい。
【００６０】
図８は、配向膜の屈折率による配向特性変化を示すグラフである。
【００６１】
図８で横軸は配向膜の屈折率を示し、縦軸は配向膜と液晶の間の界面における界面エネル
ギー変化を示す。縦軸の界面エネルギー変化(Δγ/γ０)は垂直方向の界面エネルギー（
液晶が垂直方向に配列された場合）(γ１)と水平方向の界面エネルギー（液晶が水平方向
に配列された場合）(γ２)の差 (γ１-γ２)を一定の値 (γ０)に分けて標準化したもの
である。屈折率と界面エネルギー変化グラフは式１及び式２と前記の数式が提示されたＭ
ｉｎｈｕａ　Ｌｕの論文に基づいた計算結果として導びかれたものである。
【００６２】
図８を参照すると、配向膜の屈折率が１．８より小さい領域で界面エネルギー変化は負の
値を有し、配向膜の屈折率が１．８より大きい領域で界面エネルギー変化は正の値を有す
る。界面エネルギー変化が負の値(Δγ < ０)を有することは、垂直方向の界面エネルギ
ー(γ１)が水平方向の界面エネルギー(γ２)より小さいことを示す。これは、液晶が垂直
方向に配列されたときは液晶は熱力学的に安定した状態であることを示すため、配向膜の
屈折率が１．８以下である領域においては液晶は垂直に配列される傾向を有する。逆に、
界面エネルギー変化が正の値(Δγ > ０)を有する領域で液晶は水平に配列される傾向を
有する。
【００６３】
前記のような分析は、第１～第３のサンプルＳ１、Ｓ２、Ｓ３による実験結果とも符合す
る。図８に示すように、第１～図３のサンプルＳ１、Ｓ２、Ｓ３を各屈折率（それぞれ１
．８５６４／１．６０４／１．５６９）にしたがって前記グラフに表示すれば、第１のサ
ンプルＳ１は水平配向領域に位置し、第２及び第３のサンプルＳ２、Ｓ３は垂直配向領域
に位置する。
【００６４】
式３で調べたように、配向膜の屈折率は配向膜の分極率と関係がある。また、分極率は配
向膜を構成する酸化シリコンの構成比と関係があるため、配向膜の垂直又は水平配向特性
は配向膜を構成する酸化シリコンの構成比に関連することが再度確認できる。
【００６５】
以下、前記のような配向膜を製造する方法について調べる。
【００６６】
図９Ａ及び第９Ｂは、それぞれ相異なる実施形態による本発明の配向膜製造方法を説明す
る図面である。
【００６７】
図９Ａを参照すると、配向膜は化学気相蒸着法によって製造してもよい。工程対象基板１
は工程チェンバー１０内部に移送されてステージ９上に設置される。工程チェンバー１０
内部に工程物質２０が提供される。工程物質２０は基板１に反応物質２１と反応物質２１
を運搬する運搬ガスを含む。運搬ガスは基板１が移送された方向と同じ方向に工程チェン
バー１０内部で移動する。運搬ガスが移動するとき反応物質２１は、基板１０の表面に移
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動する。基板１０表面で反応物質２１は拡散しながら反応する。その結果蒸着される物質
の核が生成され、核が成長しながら薄膜に蒸着する。
【００６８】
酸化シリコン薄膜製造時には多様な反応物質２１を用いてもよい。例えば、シラン（Ｓｉ
Ｈ４）と酸素（Ｏ２）を用いて、次の化学式１によって酸化シリコン薄膜が形成される。
【００６９】
ＳｉＨ４＋Ｏ２＝ＳｉＯ２＋２Ｈ２　・・・（１）
 
【００７０】
この場合、シラン（ＳｉＨ４）と酸素（Ｏ２）の濃度を調節すれば基板１上に形成される
配向膜の酸化シリコン構成比を調節できる。すなわち、垂直配向膜形成時には酸素濃度を
高めて酸化シリコン構成比を１：１．５より大きくし、水平配向膜形成時には酸素濃度を
低めて酸化シリコン構成比を１：１．５より小さくする。
【００７１】
化学気相蒸着法によれば、配向膜は基板上に垂直に蒸着されて平らな表面を有する。従来
は、配向膜表面が凸凹を有するようにして液晶が必要な方向に配列されるようにしていた
ため、配向膜形成において、化学気相蒸着法は適用されにくかった。しかしながら、配向
膜が平らな表面を有しても酸化シリコンの構成比を調節して液晶を垂直や水平に配列でき
る現段階では化学気相蒸着法を適用できる。化学気相蒸着法を適用すれば、大型表示装置
に用いられる大面積を有する配向膜も容易に形成できる。
【００７２】
図９Ｂを参照すると、配向膜は物理蒸着方法によって製造してもよい。工程対象基板１が
工程チェンバー１０内部に移送されてステージ９上に設置される。工程物質３０は、基板
１の中心で基板１に対して垂直に離隔した位置の供給源３５に備えられる。供給源３５は
、加熱手段が備えられ、工程物質３０を加熱して気化させる。気化は、固体の工程物質３
０が気体で昇華するか、或いは液体の工程物質３０が気体で蒸発する場合の全て含む。気
化された工程物質３１は、基板１側に移動して付着し、基板１上に配向膜が形成される。
【００７３】
酸化シリコン薄膜製造時に多様な工程物質３０を用いてもよい。例えば、一酸化シリコン
（ＳｉＯ）や二酸化シリコン（ＳｉＯ２）粉末を用いてもよい。この場合、工程チェンバ
ー１０内部での作業圧力を調節し、必要な場合別途の酸素を供給して、基板１上に形成さ
れる配向膜の酸化シリコン構成比を調節してもよい。
【００７４】
図９Ｂに示すように、供給源３５が基板１の中心で基板１に対して垂直に設けられると、
配向膜は基板１上に垂直に蒸着されて平らな表面を有する。従来は配向膜表面が凸凹を有
するようにして液晶を所望の方向に配列していたため、供給源３５が基板１の中心で傾斜
して配置される四方蒸着法が用いられた。四方蒸着法は傾斜する角度に関する精密制御が
要求される問題点がある。しかしながら、配向膜が平らな表面を有しても酸化シリコンの
構成比を調節して液晶を垂直や水平に配列できる現段階では前記のような問題点を有する
四方蒸着法は不要である。
【００７５】
以上、例示的な観点で化学気相蒸着法と物理蒸着方法を用いた配向膜の製造方法を調べた
が、それ以外にもスパッタリングやその他の薄膜製造方法を全て適用してもよい。以下で
は前記の方法で製造された配向膜を有する液晶表示装置について調べる。
【００７６】
図１０は、本発明の実施形態による液晶表示装置の断面図である。
【００７７】
図１０を参照すると、液晶表示装置は、互いに対向する第１の基板１００と第２の基板２
００を備えている。第１の基板１００には、映像を表示する最小単位を規定する画素領域
を含む。第１及び第２の基板１００、２００の間には液晶３００が配列されている。液晶
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３００の配列方向を制御するため、第１及び第２基板１００、２００上にはそれぞれ透明
電極３１０と配向膜３２０が形成されている。第１基板１００に形成された透明電極３１
０は、各画素領域ごとに分離するように形成された画素電極１１０に該当する。第２基板
２００の上に形成された透明電極３１０は、第２基板２００の全体の表面を覆う共通電極
２１０に該当する。配向膜３２０は画素電極１１０と共通電極２１０上にそれぞれ形成さ
れる酸化シリコン薄膜からなる第１及び第２配向膜１２０、２２０を含んでいる。
【００７８】
配向膜３２０を構成する酸化シリコン薄膜(ＳｉＯｘ)のｘが１．５～２.０の範囲内の値
を有する場合、液晶３００は第１及び第２基板１００、２００に対して垂直に配列される
。
【００７９】
第１及び第２の基板１００、２００の外側にはそれぞれ第１及び第２の偏光板１５０、２
５０が付着しており、第１及び第２の偏光板１５０、２５０はそれぞれの吸収軸が相互間
で垂直になるように配置されている。液晶表示装置はオフ状態で液晶３００が第１及び第
２の基板１００、２００に対して垂直に配列されている。
このような状態において、第１偏光板１５０に入射された光は一方向に偏光された後、第
２の偏光板２５０で吸収され、液晶表示装置はブラック状態になる。
【００８０】
液晶表示装置はオン状態において、画素電極１１０と共通電極２１０にそれぞれ異なった
電圧が印加される。異なった電圧が印加されると、第１及び第２の基板１００、２００の
間に垂直方向に電界が形成され、液晶３００に印加される。液晶３００はマイナスの誘電
率異方性を有し、電界に対して垂直な方向に傾くように配列される。液晶３００が傾くよ
うに配列されている状態で第１偏光板１５０に入射された光は一方向に偏光された後、液
晶３００を通りながら位相変化が発生して前記第２の偏光板２５０を通過する。前記第２
の偏光板２５０を通過した光は外部に映像を表示する。前記動作において、液晶表示装置
は表示される映像に対応するように電界の強さを調節し、最大の電界が形成された場合に
、液晶表示装置は一番明るいホワイト状態になる。
【００８１】
図示ないが、第１及び第２の配向膜１２０、２２０において前記ｘが１～１.５の値を有
する場合、液晶３００は水平に配列される。液晶３００はプラスの誘電率異方性を有し、
液晶表示装置は電界が印加されなかった場合に、ホワイト状態になり、電界により液晶３
００が第１及び第２基板に対して垂直に配列されれば、ブラック状態になる。
【００８２】
上記した構造及び動作において、配向膜３２０の成分及び厚さは液晶表示装置の輝度に影
響を及ぼす。下述するように、本実施形態による液晶表示装置は最大の透過率を示すよう
に、その成分及び厚さが調節される。
【００８３】
図１１は図１０の液晶表示装置において波長による反射率変化を示すグラフである。
【００８４】
図１１を参照すると、透明電極３１０のない第１の場合ａ１と透明電極３１０が形成され
た第２の場合ａ２は波長による反射率に差がある。第１の場合ａ１の反射率は４％程度と
して一定であるが、第２の場合ａ２は５００ｎｍ以下の波長範囲において反射率が２０％
まで増加する。透明電極３１０が画素電極３１１に該当する場合、第１偏光板１５０を透
過した光が最大２０％反射し消耗するため、液晶表示装置において表示される映像の輝度
が最大２０％まで減少する。透明電極３１０は酸化インジウム亜鉛（ｉｎｄｉｕｍ　ｚｉ
ｎｃ　ｏｘｉｄｅ）や酸化インジウムスズ（ｉｎｄｉｕｍ　ｔｉｎ　ｏｘｉｄｅ）で形成
され、上記した材質の透明電極３１０での反射率は配向膜３２０の材質及び厚さによって
変えてもよい。
【００８５】
図１２は、図１０の液晶表示装置における配向膜が多様な構成比を有する場合における波
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長に応じた透過率の変化を示すグラフである。
【００８６】
図１２において、ｂ０は透明電極３１０と配向膜３２０が用いられていない場合(ｂ０)の
透過率を示し、 ｂ１～ｂ７は透明電極３１０とそれぞれ互いに異なる構成比の酸化シリ
コン(ＳｉＯｘ)を有する配向膜３２０が用いられている場合の透過率を示す(ｂ１、ｘ＝
１．１３／ｂ２、ｘ＝１．２７／ｂ３、ｘ＝１．４６／ｂ４、ｘ＝１．６５／ｂ５、ｘ＝
１．７０／ｂ６、ｘ＝１．８３／ｂ７、ｘ＝１．８９)。
【００８７】
図１２を参照すると、概して酸化シリコンの構成比ｘが増加するほど、液晶表示装置の透
過率が増加するようになる。このような結果は、ｘが増加するほど、配向膜３２０の吸収
係数が減少するためである。例えば、ｘが増加するほど、配向膜３２０は透明性を有する
ガラス(ＳｉＯ２)に近似になるため、その透過率が高くなる。一方、前記ｘが減少するほ
ど、配向膜３２０は透明性を有するガラス（ＳｉＯ２）と反対の傾向を有するようになる
ため、その透過率は低くなる。
【００８８】
液晶表示装置において映像を表示するのに用いられる光は可視線に該当する。したがって
、好ましい配向膜３２０の構成比は可視光線に該当する波長範囲で高い透過率を有する。
図１２に示すように、ほぼ前記構成比が１.６５以上の場合(ｂ４、ｂ５、ｂ６、ｂ７)に
、液晶表示装置は可視線に該当する波長範囲である３８０ｎｍ～７７０ｎｍ範囲で９０％
に達する高い透過率を示す。
【００８９】
図１３Ａは図１０の液晶表示装置において多様な厚さの配向膜に対する波長に対応する透
過率の変化を示すグラフであり、図１３Ｂは図１３Ａにおいて多様な厚さの配向膜に対す
る可視光線波長範囲における累積透過率を示すグラフである。
【００９０】
図１３Ａ及び図１３Ｂにおいて、ｃ０はポリイミドのような有機配向膜が１００ｎｍ厚さ
で形成された場合の透過率を示し、ｃ１～ｃ５は透明電極３１０とそれぞれ互いに異なる
厚さを有する酸化シリコン(ＳｉＯｘ) 配向膜３２０が用いられた場合の透過率を示す(ｃ
１、１０７ｎｍ／ｃ２、１２０ｎｍ／ｃ３、１７０ｎｍ／ｃ４、２２０ｎｍ ／ｃ５、２
８０ｎｍ)。
【００９１】
図１３Ａを参照すると、有機配向膜が用いられた場合、透過率が１００％に到達されない
が、酸化シリコン(ＳｉＯｘ) 配向膜３２０が用いられた場合は、ほぼその透過率が１０
０％を超過する。ここにおいて、透過率は配向膜が用いられず、透明電極３１０のみが用
いられた場合を基準に相対的な透過率を示す。したがって、有機配向膜が用いられた場合
の透過率は有機配向膜が用いられない場合より減少する。酸化シリコン(ＳｉＯｘ) 配向
膜３２０が用いられた場合の透過率は配向膜３２０が用いられない場合より増加する。前
記増加する程度は波長の範囲によって変わる。
【００９２】
図１３Ｂを参照すると、可視光線領域の波長範囲に対する透過率を合算した累積透過率は
酸化シリコン(ＳｉＯｘ) 配向膜３２０が用いられた場合が有機配向膜が用いられた場合
に比較してほぼ７％程度増加する。また、同一の酸化シリコン(ＳｉＯｘ)配向膜３２０が
用いられた場合も配向膜３２０の厚さによって透過率の増加分が変わる。概して、１００
ｎｍ程度の厚さを有する配向膜３２０で液晶表示装置の透過率が最大になる。また、２０
０ｎｍ以上の範囲では配向膜３２０の厚さが増加するほど透過率は減少する。
【００９３】
このような結果から、配向膜３２０は５０ｎｍ～３００ｎｍ範囲の厚さを有することが好
ましい。配向膜３２０はその厚さが薄すぎるほど、液晶３００を所定の方向に配列しにく
い。したがって、配向膜３２０は液晶３００の配列を容易に制御するために最小５０ｎｍ
以上の厚さを有することが好ましい。また、配向膜３２０の厚さが厚ければ、透過率が減
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少するため、
配向膜３２０は液晶表示装置が少なくとも１００％の透過率を有することができる適正の
厚さを有することが好ましい。例えば、図１３Ｂからの結果と誤差の範囲を考慮して、配
向膜３２０は、ほぼ３００ｎｍ以下の厚さを有することが好ましい。
【００９４】
図１４は図１０の液晶表示装置において最適の透過率を示すための透明電極の厚さと配向
膜の厚さとの間の相関関係を示すグラフである。
【００９５】
図１４を参照すると、液晶表示装置において最適の透過率を示すための透明電極３１０と
配向膜３２０の厚さとの間にはほぼ逆比例する傾向を有する。すなわち、透明電極３１０
の厚さが厚くなるほど、高透過率を示すための配向膜３２０の適正の厚さは減少するよう
になる。
【００９６】
透明電極３１０の厚さは液晶表示装置によって多少変えることができるが、図１４に提示
された厚さの範囲を大きく逸脱しない。したがって、透明電極３１０との関係を考慮した
ら、上記した透明電極３１０の厚さの範囲に対応するように配向膜３２０は７０ｎｍ～１
１０ｎｍ厚さの範囲を有することが望ましい。ただ、図１３Ｂにおいて、配向膜３２０が
１００ｎｍ程度の厚さの範囲を有する場合に、液晶表示装置の透過率が最大になったこと
を考慮すれば、配向膜３２０は、前記７０ｎｍ～１１０ｎｍ厚さの範囲のうちほぼ１００
ｎｍ程度に該当する９０ｎｍ～１１０ｎｍ範囲の厚さを有することがさらに好ましい。
【００９７】
以上、例示的な観点でいくつかの実施形態を述べたが、当該技術分野の通常の知識を有す
る当業者であれば、特許請求の範囲に記載された本発明の技術的思想及び領域から外れな
い範囲内で本発明を多様に修正及び変更させることができることを理解できる。
【図面の簡単な説明】
【００９８】
【図１Ａ】相異なる実施形態による本発明の配向膜を示した断面図である。
【図１Ｂ】相異なる実施形態による本発明の配向膜を示した断面図である。
【図２】相異なる条件下で形成された三つのサンプル用薄膜の形成条件を示した表である
。
【図３】三つのサンプル用薄膜の成分分析の結果を示すグラフである。
【図４Ａ】三つのサンプル用薄膜についての顕微鏡分析写真である。
【図４Ｂ】三つのサンプル用薄膜についての顕微鏡分析写真である。
【図４Ｃ】三つのサンプル用薄膜についての顕微鏡分析写真である。
【図５】一般的な無機配向膜における配向原理を説明する図面である。
【図６】三つサンプル用薄膜についての屈折率測定結果を示すグラフである。
【図７】同一配向膜上で液晶の誘電率異方性の差による液晶表示装置の光の透過の有無を
測定した写真である。
【図８】配向膜の屈折率による配向特性変化を示すグラフである。
【図９Ａ】相異なる実施形態による本発明の配向膜製造方法を説明する図面である。
【図９Ｂ】相異なる実施形態による本発明の配向膜製造方法を説明する図面である。
【図１０】本発明の実施形態による液晶表示装置の断面図である。
【図１１】図１０の液晶表示装置において波長に対応する反射率の変化を示すグラフであ
る。
【図１２】図１０の液晶表示装置において様々な構成比の配向膜に対する波長に対応する
透過率の変化を示すグラフである。
【図１３Ａ】図１０の液晶表示装置において様々な厚さの配向膜に対する波長に対応する
透過率の変化を示すグラフである。
【図１３Ｂ】図１３Ａにおいて様々な厚さの配向膜に対する可視光線波長範囲における累
積透過率を示すグラフである。
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【図１４】図１０の液晶表示装置において最適の透過率を示すための透明電極の厚さと配
向膜の厚さとの間の相関関係を示すグラフである。
【符号の説明】
【００９９】
　１　基板
２　配向膜
３　液晶

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図２】

【図３】
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【図５】

【図６】

【図８】

【図９Ａ】

【図９Ｂ】

【図１０】

【図１１】
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【図１３Ｂ】

【図１４】
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【図４Ａ】
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【図４Ｂ】

【図４Ｃ】

【図７】
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